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1. はじめに 

本資料は、「第十条 廃棄物埋設地のうち第四号(廃止措置の開始後の評価)」のうち、生

活環境の状態設定について補足説明するものである。 

 

2. 生活環境の状態設定の考え方 

「生活環境の状態設定」では、様々な人間活動によって生じる被ばく経路(被ばくをもた

らす人間活動)を設定するに当たって、廃止措置の開始後の将来の敷地及びその周辺の生活

環境の状態を設定し、その状態と現在の敷地及びその周辺の社会環境から被ばくが生じると

考えられる人間活動及び最大の被ばくを受けると合理的に想定される個人(以下「評価対象

個人」という。)を設定する。 

なお、生活環境とは、人間を含む生物が生息する領域(生物圏)のうち、評価対象地点周辺

で一般的な水の利用と土地の利用が想定される範囲及びその状況を意味する。 

 

3. 検討方法 

廃止措置の開始後の将来の敷地及びその周辺で活動する人間の生活環境は、自然環境の変

化による影響を受けることが考えられるため、その前提として気温・降水量及び地形の状態

変化を考慮する(気温・降水量及び地形の状態変化の詳細については、補足説明資料 1「地質

環境に係る長期変動事象」を参照。)。 

生活環境の構成要素のうち廃止措置の開始後の将来の人間の生活様式(ある集団が共有す

る生活習慣、食習慣及び人間活動)については、これを長期的な不確かさを考慮して予測す

ることは困難であるため、現世代の人間の生活様式に関する情報を基に、敷地及びその周辺

の社会環境又はわが国で現在一般的とされる生活様式を前提とする。具体的には、生活様式

の設定に当たっては現世代の人間の生活習慣及び食習慣を考慮する。確からしい自然事象シ

ナリオ及び厳しい自然事象シナリオで考慮する人間活動は、ICRP Pub. 81(1)、ICRP Pub. 101(2)

及び諸外国事例等の考え方を参考に合理性、持続可能性及び均一性を持つ一般的な人間活動

を想定する。さらに、厳しい自然事象シナリオで考慮する人間活動は、確からしい自然事象

シナリオで考慮する人間活動に加えて不確実性の高いものも考慮する。これらのシナリオで

考慮すべき合理性、持続可能性及び均一性を持たず、一般的に生じるとは考えられない人間

活動については、人為事象シナリオで考慮する。また、放射性物質としての特性に着目して

廃棄物を利用する形態や意図的な行為は含めない。ただし、生活習慣及び食習慣については、
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確からしい自然事象シナリオ及び厳しい自然事象シナリオと共通とする。 

上記のとおり設定した自然環境及び生活様式に基づき、評価対象個人を設定する。 

第 1 図に生活環境の状態設定の検討フローを示す。 

 

 

第 1 図 生活環境の状態設定の検討フロー(3) 

 

4. 生活環境に関する設定 

(1) 自然環境の状態に関する設定 

補足説明資料 1「地質環境に係る長期変動事象」の検討結果に基づき、生活環境に影響

を及ぼすと考えられる敷地及びその周辺における自然環境の変化を設定したものを第1表

に示す。設定したものの中から、放射性物質の移行する範囲及び資源量の持続可能性への

影響が考えられるものを以下のとおり選定する。 

現在から廃止措置の開始までの敷地及びその周辺の地形は、数百年という期間の短さか

ら現状とほぼ同様であると考えられる。廃棄物埋設地に起因した放射性物質を含む地下水

評価対象地点の状態設定

放射性物質が移行する範囲を推定

気体中の放射性物質水中の放射性物質 土壌中の放射性物質

評価対象個人 評価対象個人 評価対象個人

長期変動事象の影響を考慮

ICRP Pub.81
（決定グループ）

ICRP Pub.101
（代表的個人）

生活習慣
食習慣
(確からしい自然事象シナリオ
及び 厳しい自然事象シナリオ
で共通)

放射性物質を含む水・気体・土壌に接触する活動(地表水利用及び土地利用)を設定

年間を通じた被ばくの可能性、被ばくの態様、重ね合わせ

経路ごとに最大の被ばくを受けると合理的に想定される個人を設定

評価対象個人の設定

生活様式の設定

自然環境の設定

生活様式

諸外国事例等
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のほぼ全てが敷地内の沢を経由し汽水性である尾駮沼に流入する。しかし、廃止措置の開

始後の将来の敷地周辺のプレート運動及び気候変動に起因する事象に伴う地表の状態変

化を考慮すると、尾駮沼が河川化し、漁獲される水産物の種類が変化するとともに、漁獲

量が減少することが考えられる。 

また、気候変動によって、平均気温が変化することに伴い、敷地及びその周辺で生産さ

れる農産物の種類が変化することが考えられる。 

 

第 1 表 生活環境に影響を及ぼすと考えられる敷地及びその周辺における自然環境の変化 

起因事象 長期事象 長期変動項目 長期変動事象により予測される影響 生活環境への影響
*1
 

プレート運動に 

起因する事象 

火山・火成活動 
①火砕物密度流 ・地下水質、熱的影響 － 

②降下火砕物 ・地下水質への影響 － 

地震・断層活動 

③地震 ・地下水流動への影響 － 

④液状化(覆土) 
・覆土の透水性変化・力学的な影響(拘

束圧の減少等) 
－ 

⑤断層活動 

(地盤の変形) 

・出戸西方断層の断層活動による力学

的影響 
－ 

隆起・沈降運動 ⑥隆起・沈降 
・隆起に伴う地下水流動への影響(動水

勾配等) 
○ 

気候変動に起因する事象 

⑦海水準変動 
・侵食による地形変化に伴う地下水流

動への影響 
○ 

⑧気温 

・地下水位分布、動水勾配、施設通過

流量への影響 

○ 

⑨降水量 ○ 

⑩蒸発散量 ○ 

⑪かん養量 ○ 

⑫地下水位 ○ 

⑬河川流量 ・希釈水量への影響 ○ 

プレート運動と気候変動の両者に 

起因する事象 
⑭侵食 

・地形変化に伴う地下水流動への影響 
○ 

・廃棄物埋設地の削剥 

その他の事象 
⑮生物学的事象 ・水理・化学的影響 － 

⑯透水性の変化 ・岩盤の透水性の変化 － 

*1：○：影響が考えられる、－：評価対象外 

  なお、上記の生活環境への影響が考えられる自然環境の変化を表中に赤枠で示す。 
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(2) 人間の生活様式の状態に関する設定 

「4.(1) 自然環境の状態に関する設定」に示す自然環境の変化及び過去から現在の事業

所周辺の社会環境の状態を踏まえ、廃止措置の開始後の評価に用いる生活様式を「6. 被

ばく経路」に示すとおりに設定する。 

 

5. 放射性物質が移行する範囲 

現在から廃止措置の開始後の将来にかけての評価対象地点の自然環境や状態の時間的な

変化を考慮して、放射性物質が移行する範囲を推定する。放射性物質は、廃棄物埋設地から

基本的に地下水を介して徐々に生活環境へ広がっていく。その際に、土壌に収着したものは、

やがて侵食作用によって土壌ごと下方へ移動する。 

また、自然環境以外によるものとして、地表における人間の活動によって放射性物質が移

行する場合がある。例えば、農業利用として河川水を灌漑したり、汚染された土壌を掘り返

したりする行為などがこれに該当する。 

 

6. 被ばく経路 

(1) 水利用に伴う被ばく経路 

廃棄物埋設地(近傍を含む。)における水利用に伴う被ばく経路の設定に当たっては、廃

棄物埋設地から漏出する放射性物質が覆土及び岩盤を地下水を通じて移行し、その周辺に

おける人間活動に伴って被ばくを受ける可能性があるため、その利用に伴う活動を考慮す

る。 

廃棄物埋設地を通過する地下水は、敷地中央部の沢を経て尾駮沼に流出し太平洋に至る

ため、現在の二又川や老部川へ移行する可能性は極めて小さい。また、地下水の流入する

尾駮沼は汽水性の沼であるため、この水を生活用水等に利用する可能性も極めて小さい。 

廃棄物埋設地及びその付近の地下水は第四紀層及び鷹架層を流れており、専ら降水によ

ってかん養されている。地下水利用については、廃棄物埋設地に深井戸を設置しても鷹架

層(透水係数：1.1×10-7m/s(1 号廃棄物埋設地)、7.8×10-8m/s(2 号廃棄物埋設地)、

5.0×10-8m/s(3 号廃棄物埋設地))の透水性が大きくないことから、大量の水を得ることは

できない。しかし、浅井戸を設置する場合では、第四紀層(透水係数：4.0×10-6m/s(1 号

廃棄物埋設地)、5.0×10-6m/s(2 号廃棄物埋設地)、2.6×10-6m/s(3 号廃棄物埋設地))の透

水性が比較的大きいことから、水を得ることができると考えられる。 
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なお、敷地外の深井戸から大量の水を得ている例があるが、これはその地質・水理的特

性によるものであり、富ノ沢及び尾駮集落では両地域に存在する透水性の比較的大きい鷹

架層中部層の礫混り砂岩から主に集水している。これに対して、廃棄物埋設地周辺では、

透水性が比較的小さい砂質軽石凝灰岩及び砂岩が主に分布しており、また、地質・地下水

調査結果から、富ノ沢及び尾駮集落での深井戸の集水地層(礫混り砂岩)と同等の地層が地

表面下百数十 m までは存在しないことを確認している。 

六ヶ所村の利水状況(4)としては、豊富な地下水のある地点を水源とする水道の普及率が

ほぼ 100%(5)であり、専らこれを生活用水及び畜産用水として利用している。また、水田灌

漑用水としては、河川水を利用している。浅井戸を生活用水として利用している世帯もあ

るが、その割合は約 1%と極めて小さい。 

沢水の利用については、現在は利用されていないこと、河川の水量を比較すると敷地中

央部の沢の水量は小さいこと、現在の敷地周辺においては水道が十分普及していること及

び農地等が減少傾向にあること等から、沢水の利用に伴い被ばくが生じる可能性は河川の

利用の場合よりも小さい。しかしながら、評価に当たっては河川と沢の水量の違いによる

利用の可能性(被ばくが生じる可能性)を定量的に示すことが困難であること、敷地造成前

においては、広範囲で畑作が、また敷地中央部の沢の下流部では稲作が行われていたこと

を考慮する。 

一方、廃止措置の開始後の将来の地形変化を考慮すると、尾駮沼が河川化し、汽水性の

沼から淡水に変化することが考えられる。この場合、尾駮沼が現在の廃棄物埋設地からの

影響を受けた地表水は淡水であり、豊富な水量となるため、これを生活用水等に利用する

可能性がある。 

以上より、水利用に関しては、現状の水理及び利水状況を前提にすると、廃棄物埋設地

からの影響を受ける地下水や沢水を生活用水や畜産用水に利用することは考えられない

が、尾駮沼が覆土完了直後から河川化すること及び沢水が利用されることを想定し、生活

用水等に利用することに伴う被ばく経路として沢水の飲用、尾駮沼又は河川水中の水産物

の摂取、沢水を利用して生産される農畜産物の摂取及び灌漑作業を想定する。ただし、水

産物の摂取において、河川化に伴う資源量(漁獲量)の長期的な減少により、水産物の摂取

量のうち放射性物質で汚染された水産物の割合が減少することについては評価に含まな

い。また、尾駮沼の河川化に伴い、水産物種類が汽水性から淡水性に変化することが想定

される。しかし、河川化に伴う資源量(漁獲量)の長期的な減少により、水産物種類の変化
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を考慮しても、水産物摂取による被ばく線量は小さくなる傾向となることから、線量評価

においては、尾駮沼の河川化による水産物種類の変化を考慮せず、水産物の摂取において

考慮する水産物は、現在の汽水性である尾駮沼に生息する代表的な水産物とする。 

なお、廃棄物埋設地における岩盤中から取水する深井戸の利用による被ばくは生じ得な

いが、浅井戸の利用の可能性は極めて小さく、一般的に生じるとは考えられないため、浅

井戸の利用については厳しい自然事象シナリオにおいて考慮することとし、確からしい自

然事象シナリオにおいて考慮していた沢水の飲用を井戸水の飲用に置き換えて評価を行

う(線量の比較において、沢水の飲用よりも井戸水の飲用の方が線量が高くなるため)。 

また、仮に廃棄物埋設地から北側(老部川)へ流出した場合と南側(尾駮沼)へ流出した場

合を比較すると、老部川までの放射性核種の移行距離が尾駮沼への移行距離よりも長いこ

と及び事業所敷地中央部の沢を含む評価対象地点の交換水量が老部川の交換水量よりも

多いことにより、北側(老部川)へ流出した場合の方が線量は低くなる。したがって、地下

水の流動方向が変化したとしても影響はない。 

水利用に伴う被ばく経路として考慮する人間活動は以下のとおりである。 

(ⅰ) 確からしい自然事象シナリオ 

a. 沢水の飲用 

b. 尾駮沼又は河川水中の水産物の摂取 

c. 沢水を利用して生産される灌漑農産物の摂取 

d. 沢水を利用して生産される畜産物の摂取 

e. 沢水を利用する灌漑作業 

(ⅱ) 厳しい自然事象シナリオ 

f. 井戸水の飲用 

g. 尾駮沼又は河川水中の水産物の摂取 

h. 沢水を利用して生産される灌漑農産物の摂取 

i. 沢水を利用して生産される畜産物の摂取 

j. 沢水を利用する灌漑作業 

(2) 土地利用に伴う被ばく経路 

廃棄物埋設地(近傍を含む。)における土地利用に伴う被ばく経路の設定に当たっては、

廃棄物埋設地から漏出する放射性物質が廃棄物埋設地表面付近の土壌に移行し、その周辺

における人間活動に伴って被ばくを受ける可能性があるため、その利用に伴う活動を考慮
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する。 

地下の掘削を伴う土地利用の一つに構造物の建設がある。廃棄物埋設地は市街化区域の

用途地域のうち工業専用地域に位置し、工業地域、準工業地域、商業地域、中高層住居専

用地域及び低層住居専用地域に隣接しているため、工場及び住宅の建設等に利用される可

能性がある。しかしながら、第 2 図に示す六ヶ所村における到達深さに対する到達確率(面

積利用率)より、現状の六ヶ所村では地下数階を有するような大規模な構造物はほとんど

みられず、面積利用率では 10m 以深の掘削を行う頻度は 1%未満である。ここでいう到達確

率(面積利用率)とは、六ヶ所村で確認される建物区分について、それぞれに仮定した平均

深度ごとの施設面積が可住地面積に占める割合を求めたものである。 

なお、第 2 図における数値中の E は、指数表記における基数の 10 を示す(例えば、1E+02

は 1×102を示す。以下、同様。)。 

また、第3図に未使用の可住地面積及び当社施設の施設面積を除いた場合の到達確率(面

積利用率)を示す。第 3 図に示すように、原子力施設である当社施設を除外し、六ヶ所村

における住宅や工場等の一般的な施設に着目した場合には、10m 以深の掘削を行う施設は

存在しない。 

以上のことから、敷地及びその周辺の社会環境を考慮しても、大規模な構造物の建設は

土地利用の代表的な事例ではない。そのため、自然事象シナリオでは代表的な事例として

一般的な住宅の建設及びそれに伴って発生する掘削残土上での居住を想定する。 

なお、大規模な構造物の建設に当たっては、法令等(例：都市計画法、工場立地法)によ

り事前に記録の確認が行われるため、廃棄物埋設地の存在が認知されることを踏まえても、

大規模な構造物が建設されることは一般的とは考えられない。 
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第 2 図 六ヶ所村における到達深さに対する到達確率(面積利用率) 

 



補 2-9 

 

第 3 図 六ヶ所村における到達深さに対する到達確率 

(未使用の可住地面積及び当社施設の施設面積を除く) 

 

この他に地下を掘削する目的として、井戸の掘削や地下資源の開発(ボーリングを含

む。)があげられる。井戸については水利用の状況から、「6.(1) 水利用に伴う被ばく経路」

に示すように浅井戸の掘削が考えられる。地下資源の開発については、廃棄物埋設地及び

その近傍において採掘規模の石炭、鉱石等の天然資源は認められていないため、このよう

な土地利用を考慮する必要はない。 

また、地下の掘削を伴わない土地利用としては農産物(飼料作物を含む。)の生産があり、

ここでは廃棄物埋設地表面付近の土壌又は地下水から農産物に放射性物質が移行し、その

農産物を摂取することに伴う被ばく経路が考えられる。 

廃止措置の開始後から数千年、数万年以上の将来の地形変化に伴い敷地中央部の沢によ

る河食が進行することによって廃棄物埋設地が露呈する場合においては、地下水によって

移行せずに残存する放射性物質を含む埋設設備が削剥され、周辺土壌と混合して廃棄物埋

設地周辺の水域の下流域に比較的広く堆積するため、この堆積地(以下「下流堆積地」と
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いう。)を利用した様々な人間活動(屋外労働作業、住宅の建設及び居住並びに農畜産物の

生産)に伴う被ばく経路が考えられる。しかし、廃棄物埋設地の露呈が起こるのは廃止措

置の開始後から数万年後のことであるため、十分な減衰が見込めることから評価対象外と

する。 

以上より、土地利用に関しては、廃棄物埋設地の利用に伴う被ばく経路として、住宅の

建設作業等の屋外労働作業、掘削残土上での居住及び廃棄物埋設地を利用して生産される

農産物摂取を考慮する。 

また、廃棄物埋設地における地下数階を有する建物の建設作業等の大規模な掘削行為に

よって生じる被ばく及び当該掘削後の土地利用に伴う被ばくは、一般的に生じるとは考え

られないため、人為事象シナリオにおいて考慮する。 

土地利用に伴う被ばく経路として考慮する人間活動は以下のとおりである。 

(ⅰ) 自然事象シナリオ 

a. 廃棄物埋設地における屋外労働作業(建設作業等) 

b. 廃棄物埋設地における居住 

c. 廃棄物埋設地を利用して生産される農耕農産物の摂取 

(ⅱ) 人為事象シナリオ 

a. 廃棄物埋設地における地下数階を有する建物の建設作業 

b. 廃棄物埋設地における地下数階を有する建物の建設作業によって発生する土壌上

での居住 

これまでの検討結果に基づき、被ばく経路の選定結果を第 2 表に示す。  
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第 2 表 被ばく経路の選定結果(1/2) 

放射性 

物質 

の放出 

放射性物質の移行経路 被汚染物 利用形態 被ばく形態 被ばく経路の選定結果*1 

地下水 

への 

漏出 

地下水 

移行 

地下水 

－ 

浅層地下水 

飲用水利用 飲用水摂取 

－ 

地下水の利用が想定されな

いため対象外 

灌漑利用 

農作物(米)摂取 

土壌吸入 

土壌外部被ばく 

飼育水利用 畜産物摂取 

深層地下水 

飲用水利用 飲用水摂取 

－ 灌漑利用 

農作物(米)摂取 

土壌吸入 

土壌外部被ばく 

飼育水利用 畜産物摂取 

植物によ

る吸上げ 
浅層地下水 

地表土壌利

用 

(農畜産業) 

農作物(米以外)摂取 ○ 評価対象 

畜産物摂取 － 
牧草の根の深さと地下水位

の関係から対象外 

地下水 

から 

土壌 

への 

収着 

－ 

廃棄物埋設

地又は周辺

土壌 

地表土壌利

用 

(農畜産業) 

農作物(米以外)摂取 － 
掘削深さから放射性物質を

含む土壌が掘削されること

はないため評価対象外 

土壌吸入 － 

土壌外部被ばく － 

畜産物摂取 － 

地表利用 

(居住) 

土壌吸入 ○ 評価対象 

土壌外部被ばく ○ 評価対象 

建設作業 
土壌吸入 ○ 評価対象 

土壌外部被ばく ○ 評価対象 

地表 

への 

漏出 

水域への

流入 

河川水、 

湖沼水、 

海水又は 

沢水 

飲用水利用 飲用水摂取 ○ 評価対象(沢水) 

灌漑利用 

農作物(米)摂取 ○ 評価対象(沢水) 

土壌吸入 ○ 評価対象(沢水) 

土壌外部被ばく ○ 評価対象(沢水) 

飼育水利用 畜産物摂取 ○ 評価対象(沢水) 

水産物消費 水産物摂取 ○ 評価対象(河川・湖沼) 

水面活動 直接外部被ばく － 

廃棄物埋設地又は周辺土壌

の利用に包含されるため対

象外 

(海水) 送風塩吸入 送風塩吸入 － 

社会環境を踏まえ対象外 
(海水) 

海水利用 

(製塩) 
塩摂取 － 

地表 

への 

漏出 

土壌への

収着 

( 海 水 準

変動によ

って利用

可能にな

った土地

も含む) 

河川岸、 

湖沼岸、 

海岸又は 

沢岸 

岸利用 

(農畜産業) 

農作物(米以外)摂取 － 

灌漑利用及び飼育水利用に

包含されるため対象外 

土壌吸入 － 

土壌外部被ばく － 

畜産物摂取 － 

岸利用 

(住居) 

土壌吸入 － 廃棄物埋設地又は周辺土壌

に比べ明らかに濃度が低く、

廃棄物埋設地又は周辺土壌

の利用に包含されるため対

象外 

土壌外部被ばく － 

建設作業 

土壌吸入 － 

土壌外部被ばく － 

*1：被ばく経路の選定結果における「○」は「影響が考えられる」を、「－」は「評価対象外」

を意味する。 

なお、上記の被ばくの選定結果として「影響が考えられる」ものを表中に赤枠で示す。 
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第 2 表 被ばく経路の選定結果(2/2) 

放射性物質 

の放出 
放射性物質の移行経路 被汚染物 利用形態 被ばく形態 被ばく経路の選定結果*1 

廃棄物の 

露呈 

－ － － 

廃棄物埋設

地又は周辺

土壌の侵食

面 

地表土壌利

用 

(農畜産業) 

農作物(米以外)摂取 － 

廃棄物埋設地の露呈

が起こるのは廃止措

置の開始後から数万

年後のことであるた

め、評価対象外 

土壌吸入 － 

土壌外部被ばく － 

畜産物摂取 － 

地表利用 

(居住) 

土壌吸入 － 

土壌外部被ばく － 

建設作業 
土壌吸入 － 

土壌外部被ばく － 

侵食に 

伴う 

移行 

削剥 

土壌 
－ 堆積土壌 

地表土壌利

用 

(農畜産業) 

農作物(米以外)摂取 － 

土壌吸入 － 

土壌外部被ばく － 

畜産物摂取 － 

地表利用 

(居住) 

土壌吸入 － 

土壌外部被ばく － 

建設作業 
土壌吸入 － 

土壌外部被ばく － 

降雨の 

かん養水 

水域 

への 

流入 

河川水、 

湖沼水、 

海水又は 

沢水 

飲用水利用 飲用水摂取 － 

灌漑利用 農作物(米)摂取 － 

飼育水利用 

土壌吸入 － 

土壌外部被ばく － 

畜産物摂取 － 

水産物消費 水産物摂取 － 

水面活動 直接外部被ばく － 

(海水) 送風塩吸入 送風塩吸入 － 

(海水) 
海水利用 

(製塩) 
塩摂取 － 

廃棄物埋設

地又は近傍

へのボーリ

ング 

地下水 

移行 

地下水 － 地下水 飲用水利用 飲用水飲用 ○ 
評価対象(人為事象シ

ナリオ) 

地表への

流出 

水域 

への 

流入 

河川水、 

湖沼水、 

海水又は 

沢水 

飲用水利用 飲用水摂取 － 

地下水(浅井戸水)の

飲用水摂取の評価で

代表する 

灌漑利用 農作物(米)摂取 － 

飼育水利用 

土壌吸入 － 

土壌外部被ばく － 

畜産物摂取 － 

水産物消費 水産物摂取 － 

水面活動 直接外部被ばく － 

(海水) 送風塩吸入 送風塩吸入 － 

(海水) 
海水利用 

(製塩) 
塩摂取 － 

*1：被ばく経路の選定結果における「○」は「影響が考えられる」を、「－」は「評価対象外」

を意味する。 

なお、上記の被ばくの選定結果として「影響が考えられる」ものを表中に赤枠で示す。 
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7. 最大の被ばくを受けると合理的に想定される個人(評価対象個人) 

「4.(2) 人間の生活様式の状態に関する設定」及び「6. 被ばく経路」に示す生活様式に

基づき、自然事象シナリオにおいては、被ばく経路に様々な個人の生活様式が係る場合には、

それらの重ね合わせを考慮し、評価対象個人を設定する。評価対象個人の設定に当たっては

ICRP Pub.81(1)の決定グループ(最高の年線量を受けると予想される集団における個人を代表

する人々のグループであり、年齢、飲食物及び受ける年線量に影響する行動という観点から

みて比較的均質であるように十分小さいグループのこと)、ICRP Pub.101(2)の代表的個人(公

衆の防護の目的のために、線量拘束値の遵守の判断に用いられる人。被ばく経路、空間分布、

持続可能性、年齢カテゴリー等を考慮する必要がある。)及び諸外国事例等を参考にする。 

評価対象個人は、移行経路ごとの被ばく経路の特徴を表した個人で、年間を通して被ばく

する可能性がある個人を代表として設定する。また、敷地及びその周辺又はわが国で現在認

められる一般的な生活様式を持つ個人とし、比較的高い被ばくを受ける集団を代表する成人

とする。 

被ばく経路の重ね合わせにおいては、市場の流通の状況等を適切に考慮する。また、個人

の持つ生活様式として同時に存在することの合理性がないもの及び人為事象シナリオで考

慮する一般的ではない人間活動による被ばく経路については、重ね合わせを考慮しない。 

生活様式については、現在認められる就労形態ごとに異なると想定される。就労形態によ

って、様々な生産活動が行われる可能性があるが、評価の観点からは放射性物質が移行する

水又は土壌に接触する生産活動に従事する就労者を対象とすることが合理的である。そのた

め、生産活動を通じて起こると想定される被ばく及び生産物を摂取することによって起こる

と想定される被ばくを考慮する。また、放射性物質は、その移行特性や放射線学的影響が種

類ごとに異なることから、評価対象個人を複数の集団から設定する(例えば、漁業を営む集

団だけではなく、農業や畜産業を営む集団からもそれぞれ評価対象個人を設定する。)。 

第 3 表に六ヶ所村の就業者数を示す。現在の敷地及びその周辺の社会環境・産業構造にお

いて、被ばくの可能性がある就労形態は、第一次産業としては、漁業及び農業(畜産業を含

む。)が代表的であり、第二次産業では建設業が代表的である。第三次産業やその他の業種

については、労働作業に伴う被ばくの可能性が小さいと考えられ、廃棄物埋設地に居住する

人を想定することで代表できると考えられる。 

ただし、年間を通じて摂取する全ての食品が、廃棄物埋設地起源の放射性物質を含む生産

品とすることは現在の市場の流通状況から考えて基本的に想定されない。このため、就労者
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が生産活動の結果、得られる食品については自家消費されることを想定するが、その他につ

いては市場から購入することを想定する。 

このような状況を考慮して、生活様式の異なる就労形態の分類に応じて、評価対象個人を

以下のとおり設定する(3)。 

(1) 漁業従事者 

漁業従事者は、廃棄物埋設地に居住する人を対象とし、放射性物質が移行する水産物に

ついては漁獲した水産物(汚染された水産物)のみを摂取することを想定し、その他は一般

的な市場に流通した食品を摂取することを想定する。 

(2) 農業従事者 

農業従事者は、廃棄物埋設地に居住する人を対象とし、放射性物質が移行する農産物に

ついては栽培した農産物(汚染された農産物)のみを摂取することを想定し、その他は一般

的な市場に流通した食品を摂取することを想定する。 

なお、地表水利用の場合は放射性物質を含む沢水を灌漑に利用する稲作とし、土地利用

の場合は放射性物質を含む土壌上における畑作を想定する。 

(3) 畜産業従事者 

畜産業従事者は、廃棄物埋設地に居住する人を対象とし、放射性物質が移行する畜産物

については養畜した畜産物(汚染された畜産物)のみを摂取する。その他は一般的な市場に

流通した食品を摂取することを想定する。 

(4) 建設業従事者 

建設業従事者は、廃棄物埋設地に居住する人を対象とし、一般的な市場に流通した食品

を摂取することを想定する。また、廃棄物埋設地において一般的な住宅等の建設作業を行

うことを想定する。 

(5) 居住者 

居住者は、廃棄物埋設地に居住する人を対象とし、市場に流通した食品を摂取すること

を想定する。 
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第 3 表 六ヶ所村の就業者数(8) 

業種別 産業別 

区分 人数(人) 割合(%) 区分 人数(人) 割合(%) 

農業・林業 574 9.4 

第一次
産業 

787 12.9 (うち農業) (566) (9.3) 

漁業 213 3.5 

鉱業、採石業、砂利採取業 23 0.4 

第二次
産業 

2,346 38.5 建設業 921 15.1 

製造業 1,402 23.0 

電気・ガス・熱供給・水道業 33 0.5 

第三次
産業 

2,931 48.1 

情報通信業 34 0.6 

運輸業、郵便業 182 3.0 

卸売業、小売業 376 6.2 

金融業、保険業 24 0.4 

不動産業、物品賃貸業 66 1.1 

学術研究、専門・技術サービス業 429 7.0 

宿泊業、飲食サービス業 237 3.9 

生活関連サービス業、娯楽業 105 1.7 

教育、学習支援業 140 2.3 

医療・福祉 350 5.7 

複合サービス業 99 1.6 

サービス業 
(他に分類されないもの) 

633 10.4 

公務 
(他に分類されないもの) 

223 3.7 

分類不能な産業 31 0.5 - 31 0.5 

計 6,095 100.0 計 6,095 100.0 
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8. まとめ 

「6. 被ばく経路」及び「7. 最大の被ばくを受けると合理的に想定される個人(評価対象

個人)」で設定した、評価対象個人ごとに考慮する被ばく経路を第 4 表に示す。これを基に

線量評価を行い、許可基準規則第十条第四号で要求されている基準値を下回ることを確認す

る。 

 

第 4 表 評価対象個人ごとに考慮する被ばく経路*1 

被ばく経路 
漁業 

従事者 

農業 

従事者 

(米) 

農業 

従事者 

(米以

外) 

畜産業 

従事者 

建設業 

従事者 
居住者 

水利用 

沢水又は井戸水の飲

用 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

尾駮沼又は河川水中

の水産物の摂取 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

沢水を利用して生産

される灌漑農産物の

摂取 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

沢水を利用する灌漑

作業 
－ ○ － － － － 

沢水を利用して生産

される畜産物の摂取 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

土地利用 

(廃棄物埋設地) 

屋外労働作業 

(建設作業等) 
－ － － － ○ － 

居住 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

農耕農産物の摂取 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

*1：○：考慮する被ばく経路、－：考慮しない被ばく経路 
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